
各種相談受け付けております。 

ワンストップ相談会 毎週金曜日 ＴＥＬ 0258-36-2685 （要事前予約） 

個人に関すること、経営に関することを各専門家がワンストップでご相談に応じます。 

 

※内容のご質問等については、TEL 0258-35-4444  担当 高野・池田・堀井 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ http://www.3d-m.jp/n_contents/stopform.html からお願いします。

 

・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 
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贈与の意思を⽰せば、ご⾃宅を 

遺産分割の対象外にすることも！ 

今度の民法改正案では、 

２０年以上連れ添った 

ご夫婦であれば・・・ 自宅は妻へ 

⽣前贈与しました

 遺⾔書で 

自宅は夫へ贈与 
と指定済 

現行の民法では、生前贈与などがされた住居は、被相続人が遺言などで「住居は遺産に含まない」との意思表示（特別受益の持戻しの免除）をしていなければ、特別受益として遺産分割の計算対象とされてきました。
そのため、遺産分割で配偶者が住居を相続すると、そのほかの預貯金などの相続分が少なくなり、配偶者の生活の困窮や、住居以外の遺産が少ない場合に、遺産分割の為に他の相続人から住居の売却を迫られるといった問題がありました。


今回審議されている民法改正案の一つに、「婚姻期間が２０年以上の夫婦で、被相続人が配偶者に住居を生前贈与するか遺言で贈与の意思を示せば、その住居は遺産分割の計算対象から外すことが出来る」というものがあります。
遺産分割をする際、配偶者へ贈与された住居を計算対象から外すことで、預貯金等のその他の遺産に対する配偶者の取り分が増えることになります。それにより、残された配偶者の老後の経済的安定を図ることが出来ます。
なお、相続の際の税金に関しては、お近くの税理士にご確認下さい。

現在開会中の国会において、約４０年ぶりに相続に関する民法の改正案が審議されています。今回の相続に関する民法改正案のおもなポイントは、下記の通りです。
１．配偶者の居住権の新設
２．遺産分割の見直し
３．遺言制度の見直し
４．相続人以外の被相続人に対する貢献を考慮

http://www.3d-m.jp/n_contents/kome.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/onepoint_2017.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/q-a.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/fmonepoint.html



